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研究要旨 

 傷病及び症状の日常生活の制限への人口寄与割合を世代別に明らかにして、今後の健康寿

命に関する施策の推進に寄与する知見を得ることがこの分担研究の目的である。平成28年（2

016年）国民生活基礎調査の調査票情報の提供の申出を行い、傷病及び症状と、日常生活の

制限の有無との年齢を調整したオッズ比を性別に、また40～64歳と、65歳以上を分けて算定

し、さらに、それらの人口寄与割合を算定した。その結果、腰痛等の筋骨格系の傷病や症状、

高齢者において、傷病では眼の病気、症状ではきこえにくい、若年者においては、うつ病や

その他こころの病気の人口寄与割合が高い結果が得られた。健康寿命の延伸のためには、死

亡率を減らす対策とともに、これらの傷病や症状への対策の重要性が高い。 

 

A. 研究目的 

健康寿命は、性・年齢階級別の死亡率と日常

生活の制限のある割合を用いて、サリバン法で

計算されることが多い。私たちは、平成19年（2

007年）国民生活基礎調査匿名データを用いて、

日常生活の制限に対する各傷病の通院状況の

オッズ比及び人口寄与割合を算定し（文献1）、

厚生労働省の健康寿命のあり方に関する有識

者研究会報告書（文献2）でも参考資料として用

いられた。この人口寄与割合の高い傷病につい

て、若年者（働き盛り世代）と高齢者（高齢世

代）とで異なる可能性がある。また、各症状に

ついても、同様に日常生活の制限への人口寄与

割合を明らかにすることは重要である。 

そこで、利用可能な直近の国民生活基礎調査

等のデータを分析し、各傷病及び各症状の日常

生活の制限への人口寄与割合を世代別に明ら

かにすることがこの報告の目的である。 

 

 

B. 研究方法 

統計法（平成19年法律第53号）第33条第１項

の規定に基づき、平成28年（2016年）国民生活

基礎調査の調査票情報の提供の申出（いわゆる

二次利用申請）を行った。通院している各傷病

（添付資料の問4）、自覚症状の各症状（添付資

料の問3）と、日常生活の制限の有無との年齢を

調整したオッズ比を性別に、また40～64歳の若

年者と、65歳以上の高齢者を分けて算定した。

さらに、それらの人口寄与割合を算定した。 

 

C. 研究結果と考察 

各傷病及び各症状の日常生活の制限に対す

る人口寄与割合の 40～64 歳の若年者と 65 歳以

上の高齢者の比較を図に示す。 

通院している各傷病の人口寄与割合につい

ては、腰痛症は若年者・高齢者とも非常に高い。

また、次いで関節症も高い。眼の病気、骨粗し

ょう症、認知症は、若年者と比較して高齢者で

より高い結果であった。逆に、うつ病やその他
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こころの病気は、若年者でより高い結果であっ

た。 

各症状の人口寄与割合については、腰痛、手

足の関節が痛む、手足のしびれなどが、若年者・

高齢者とも概ね同程度に高かった。一方で、手

足の動きが悪い、もの忘れをする、きこえにく

いなどは、高齢者でより高い結果であった。逆

に、肩こり、体がだるいなどは、若年者の方が

高かった。高齢者世代での課題を根本的に減ら

すためには、若年期からの対策が重要なものも

多いが、現時点での若年者及び高齢者における

重点課題は異なる結果が明らかになった。 

 
D. 結論 

国民生活基礎調査等のデータを活用して分析

を行ったところ、腰痛等の筋骨格系の傷病や症

状の人口寄与割合が高い結果であった。また、

特に高齢者において、傷病では眼の病気、症状

ではきこえにくいの人口寄与割合が高く、それ

らの対策を強化する必要がある。若年者におい

ては、日常生活の制限がある人を減らすために、

うつ病やその他こころの病気の対策が重要であ

る。健康寿命の延伸のためには、死亡率を減ら

す対策とともに、これらの傷病や症状への対策

の重要性が高い。 
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３．その他  

特になし
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図１．傷病の日常生活の制限に対する人口寄与割合（若年者と高齢者の比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．症状の日常生活の制限に対する人口寄与割合（若年者と高齢者の比較） 
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添付資料 国民生活基礎調査による傷病及び症状の質問 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


